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完全子会社の吸収合併及び事業所閉鎖に関するお知らせ 

当社は、本日（2026年10月１日）、当社の完全子会社である株式会社埼玉村田製作所を吸収合併すると

ともに、同事業所を閉鎖することについて取締役会で決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示して

おります。 

記 

１． 目的 

株式会社埼玉村田製作所は、当社からの委託を受け、主にコンポーネントの開発を担っております。 

この度、株式会社埼玉村田製作所の機能を当社に統合することで経営資源を集約し、経営を効率化するこ

とを目的として、当社の完全子会社である同社を吸収合併することといたしました。 

２． 合併の要旨 

（1）合併の日程

合併契約承認取締役会 2026年10月１日

合併契約締結  2026年10月１日

合併契約承認株主総会 2027年６月28日（予定）

合併効力発生日  2027年７月１日（予定）

※ 株式会社埼玉村田製作所においては、会社法第784 条第１項に規定する略式合併であり、合併契約

承認に関する株主総会は開催いたしません。

（2）合併方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社埼玉村田製作所は解散いたします。 

（3）合併に係る割当ての内容

当社の完全子会社との合併であるため、本合併による新株の発行、資本金の増加及び合併交付金その

他一切の対価の支払はありません。 

（4）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。 



３． 合併の当事会社の概要（2026年３月31日現在） 

存続会社 消滅会社 

（１）商号 株式会社村田製作所 株式会社埼玉村田製作所 

（２）本店所在地 
京 都府 長岡 京市東 神足 1 丁目 

10番１号 

埼玉県鶴ヶ島市大字五味ヶ谷 

18番地 

（３）代表者の役職・氏名 
代表取締役社長 

中島 規巨 

代表取締役社長 

阿原 正喜 

（４）事業内容 

ファンクショナルセラミックスを

ベースとした電子デバイスの研究

開発・生産・販売
コンポーネントの開発

（５）資本金（百万円） 69,444 100 

（６）設立年月日 1950年12月23日 1955年8月9日 

（７）発行済株式数  1,963,001,843株 106,687,004株 

（８）決算期 ３月31日 ３月31日 

（９）大株主及び持株比率 

日本マスタートラスト 

信 託 銀 行 株 式 会 社 

（信託口） 

株式会社日本カストディ銀

行（信託口） 

STATE STREET BANK AND 

TRUST COMPANY 505001 

日本生命保険相互会社 

明治安田生命保険相互会社 

17.2% 

6.7% 

2.9% 

2.7% 

2.6% 

株式会社村田製作所 100% 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 2026年３月期（連結） 2026年３月期（単体） 

純資産（百万円） 2,717,810 28,529 

総資産（百万円） 3,199,099 30,849 

1 株当たり純資産（円） 1,493.58 267.42 

売上高（百万円） 1,830,856 3,092 

営業利益（百万円） 281,835 143 

経常利益（百万円） 308,643 554 

当期純利益（百万円） 233,920 414 

1 株当たり当期純利益（円） 127.66 3.88 

※当社は、国際会計基準に準拠して連結財務諸表を作成しており、純資産、１株当たり純資産、売上

高、経常利益、当期純利益、１株当たり当期純利益はそれぞれ資本合計、基本的1株当たり親会社所有

者帰属持分、売上収益、税引前当期利益、親会社の所有者に帰属する当期利益、基本的１株当たり当

期利益を記載しております。



４． 合併後の状況 

本合併による当社の商号、所在地、代表者の役職･氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更はありま

せん。 

５． 本合併に伴う事業所の閉鎖及び機能移管 

本合併に伴い、株式会社埼玉村田製作所は2027年５月31日をもって閉鎖し、同事業所が担う商品開発等

の機能は当社本社及び事業所に移管いたします。 

６． 今後の見通し 

本合併は、完全子会社との吸収合併であり、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。今後、公

表すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

以上 




